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令和７年度のビルメンテナンス業務に係る入札改善等の要望 

 

時下、貴職におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

また、当協会の運営や事業活動の推進につきましては、日ごろから、ご指導、ご支援をい

ただいておりますことに深く感謝申し上げます。 

ビルメンテナンス業務の公共調達については、官公需の業務として、受注者が最低賃金以

上の支給と社会保険などの法定福利費の負担を前提に適正な保全業務の履行が可能な契約額

が保証される必要があります。 

また、「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」（昭和 41年法律第 97号）

に基づく「令和 6年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」では、厚生労働省策定の

「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイドライン」（最終改正令和

5年 4月 28日。以下「ガイドライン」という。）において、最新の「建築保全業務労務単価

（国土交通省大臣官房営繕部）を用いることとされていることに留意するものとされており

ます。 

ついては、ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の実施及び予算の確保、最低賃金の

改定に伴う契約金額の見直しなどについて、政府のその他の関係する方針と併せて、下記に

掲げる取組を実施してくださるようお願いいたします。 

さらに、指定管理者や地方独立行政法人を含む貴自治体が出資等をしている団体における

発注関係事務につきましても、ガイドラインの趣旨に沿った取扱いがなさるよう、特段の御

配慮をお願いします。 

加えて、業態が同様の有人施設警備業務などにつきましても、ご高配を賜りますようお願

い申し上げます。 

 

記 

 

１．予定価格の設定について 

予定価格の設定に当たっては、受注者が適正な利潤を確保することができるよう、適切

に作成された仕様書等に基づき、労務単価、資・機材等の取引価格、事業主が納付義務を

負う保険料等を的確に反映した積算を行うこと。 

また、積算に当たっては、最新の『建築保全業務積算基準』と『建築保全業務労務単

価』又は『同補正単価』活用して積算を行うこと。 

さらに、予算等の都合等で積算された金額の一部を控除して予定価格とする「歩切」は



禁止されており、上記により積算された金額による予定価格を設定すること。 

 

２．低入札価格調査及び最低制限価格制度について 

ダンピング等の低価格入札防止のため低入札価格調査及び最低制限価格制度を適用する

こと。 

また、低入札価格調査基準価格や最低制限価格においては、官公需の業務を遂行させる

にあたり、受注企業が最低賃金の支払いと法定福利費の負担等に支障をきたさないよう、

最低賃金額による積算価格以上並びに国土交通省建築保全業務労務単価の技術者区分低位

ランク（清掃員Ｃ、設備技術員補、施設警備員Ｃ）の労務単価による積算額以上の価格に

なるよう設定すること。 

 

３．契約変更等に対応するための予算の確保について 

発注時に建築保全業務労務単価を活用して予定価格を積算した場合であっても、最低

賃金額の引上げにより契約金額における労務費の上昇が見込まれることから、ガイドラ

インでは「年度途中の最低賃金額の改定を見込んだ予算を確保することも検討する」とさ

れており、加えて「経済財政運営と改革の基本方針 2024について（令和 6年 6月 21日

閣議決定）」においても、ビルメンテナンスを含む「官公需について、労務費等の価格

転嫁徹底を目的とした期中の契約変更等に対応するため、必要な予算を確保する。」とさ

れていることから、今後の持続的な賃上げの動きを見据えた予算確保を確保すること。 

 

４．労務費の適切な転嫁のための価格交渉及び賃金スライド制の導入について 

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」(令和 5 年 11 月 29 日内閣官

房、公正取引委員会策定。以下「指針」という。）では、契約金額の変更協議において受

注者が公表資料（最低賃金上昇率、春季労使交渉妥結額やその上昇率、建築保全業務労務

単価など）を用いて提示して希望する価格については、これを合理的な根拠があるものと

して尊重すること、及び、発注者は、労務費の転嫁を求められたことを理由として取引を

停止するなど不利益な取扱いをしないこととされていることから、指針に沿って契約金

額の変更の協議に応じること。 

また、賃金の上昇があった場合に、これを迅速・円滑かつ適正に契約金額に転嫁するこ

とができるよう、賃金スライド制度を導入すること。 
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